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株主各位

第13回定時株主総会招集ご通知

インターネット開示事項

業務の適正を確保するための体制

及び当該体制の運用状況の概要

新 株 予 約 権 等 の 状 況

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表

（2018年１月１日～2018年12月31日）

株式会社ジャパンインベストメントアドバイザー

第13回定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、事業

報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の

概要」、「新株予約権等の状況」、連結計算書類の「連結注記表」及

び計算書類の「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第15

条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト

（https://www.jia-ltd.com/）に掲載することにより株主のみなさま

に提供しております。

表紙
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他当社及

び当社子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制についての決定内容及

び運用状況の概要は以下のとおりであります。

【業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要】

１.　当社グループにおける取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制

(1)当社及び当社子会社（以下、あわせて「当社グループ」という。）の取締役及び

使用人は、社会倫理、法令、定款及び各種社内規程等を遵守するとともに、「経

営理念」に基づいた適正かつ健全な企業活動を行う。

(2)取締役会は、「取締役会規程」、「職務権限規程」等の職務の執行に関する社内

規程を整備し、使用人は定められた社内規程に従い業務を執行する。

(3)コンプライアンスの状況は、コンプライアンス委員会により取締役及び監査役に

対し報告を行うとともに、各部門責任者は、部門固有のコンプライアンス上の課

題を認識したうえで、法令遵守体制を整備し、推進する。

(4)代表取締役社長直轄の内部監査室は、各部門の業務執行及びコンプライアンスの

状況等について定期的に監査を実施し、その結果を代表取締役社長及び監査役に

報告する。

(5)法令違反その他法令上疑義のある行為等については、当社グループの通報窓口を

設置し、適切に対応する。

２.　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1)取締役の職務の執行に係る記録文書、稟議書、その他の重要な情報については、

文書又は電磁的媒体に記録し、法令及び社内規程に基づき、適切に保存及び管理

する。

(2)取締役及び監査役は、必要に応じてこれらの文書等を閲覧できるものとする。

３.　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1)取締役会は、コンプライアンス、個人情報、自然災害、セキュリティ及びシステ

ムトラブル等の様々なリスクに対処するため、社内規程を整備し、定期的に見直

すものとする。

(2)リスク情報等については各部門責任者並びにグループ会社各責任者より取締役及

び監査役に対し報告を行うとともに、組織横断的にリスク状況を監視し、対応す

る。また、それぞれの担当部署は、リスク管理に関する研修の実施、マニュアル

の作成・配布等を行い、適切にリスク対応を行う。

－ 1 －

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
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(3)不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長指揮下の対策本部を設置し、必

要に応じて顧問法律事務所等の外部専門機関とともに迅速かつ的確な対応を行い、

損害の拡大を防止するものとする。

(4)内部監査室は、各部門のリスク管理状況を監査し、その結果を代表取締役社長に

報告するものとし、取締役会において定期的にリスク管理体制を見直すもの

とする。

４.　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1)取締役会の意思決定機能及び監督機能の強化及び業務執行の効率化を図るため、

代表取締役及び各取締役は、代表取締役の指揮・監督の下、取締役会の決定に従

い、社内規程に定められた権限及び責任の範囲で、自己の業務を執行する。

(2)取締役会は月に１回定期的に、又は必要に応じて適時開催し、法令に定められた

事項のほか、経営理念、経営方針、中期経営計画及び年次予算を含めた経営目標

の策定及び業務執行の監督等を行い、各部門においては、その目標達成に向け具

体策を立案・実行する。

(3)各部門においては、社内規程に基づき権限の委譲を行い、責任の明確化を図るこ

とで、迅速性及び効率性を確保する。

５.　当社子会社における業務の適正を確保するための体制

(1)子会社においては、「グループ経営理念」に基づき、社会倫理、法令、定款及び

社内規程を遵守するとともに、業務の適正を確保し、実効性のある経営管理を行

う。

(2)子会社においては、当社の諸規程に準じ、取締役及び使用人の職務の執行が法令

及び定款に適合することを確保するために必要な規程並びに取締役の職務の執行

に係る情報の保存及び管理に関する規程の整備を推進する。

(3)子会社においては、当社の諸規程に準じ、取締役の職務の執行が効率的に行われ

ることを確保するための体制の整備を推進するとともに、グループ各社の業務内

容・組織形態にふさわしい体制整備を行い、業務の適正を確保する。

(4)子会社においては、損失の危険の管理に関する規程の整備を推進するとともに、

個々のリスクの把握と統合的なリスク管理の体制を整備し、不測の事態が発生し

た場合には損害拡大を防止すべく適切な対応を行うものとする。

(5)子会社においては、当社に対し必要な経営上の報告を行う。

(6)当社の監査役及び内部監査部門は、子会社の監査役や管理部門と連携し、子会社

の取締役及び使用人の職務執行状況を監査する。

－ 2 －
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６.　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用

人に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性及びその使用人に対する

指示の実効性の確保に関する事項

(1)監査役からの求めがある場合には、速やかに監査役を補助する使用人を置くこと

とする。

(2)指示を受けた使用人はその指示に関しては、取締役、部門長等の指揮命令を受け

ないものとし、監査役の指示の実効性を確保するとともに取締役からの独立性を

確保する。

(3)監査役の指示に従ったことを理由に、人事その他社内処遇上、何らの不利益な取

扱をすることは行わない。

７.　監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

(1)監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役

会等の重要な会議に出席し、必要に応じ稟議書等の重要な文書を閲覧し、取締役

及び使用人に説明を求めることができることとする。

(2)当社グループの取締役、監査役及び使用人は、法定の事項に加え、業務又は業績

に重大な影響を与える事項、内部監査の実施状況、内部通報制度による通報状況、

その他、監査役の職務の遂行に必要なものとして求められた事項について、速や

かに当社監査役又は監査役会に対して報告を行う。当該報告事項には、当社グル

ープ会社から当社取締役及び使用人が報告を受けた重要事項を含む。

(3)前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱を受けないこ

とを確保する。

８.　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務

の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

(1)監査役がその職務の執行に必要な費用について、当社に対し、会社法に基づく費

用の前払又は償還の請求をした場合は、当社は当該請求に基づき必要な支払いを

行う。

９.　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1)監査役は、代表取締役との間で定期的な会合をもち、情報交換や業務執行状況を

報告、検討するなど代表取締役との相互認識を深めた体制とする。

(2)監査役は、内部監査部門・会計監査人との連携等を通じ、監査の実効性と効率を

高めた体制を構築する。

－ 3 －

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
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10.　財務報告の信頼性を確保するための体制

(1)当社グループは、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法その他の関

係法令に基づき、有効かつ適切な内部統制の体制を構築する。

11.　反社会的勢力の排除に向けた体制

(1)当社グループは、反社会的勢力とは、取引関係を含めて一切の関係を遮断し、反

社会的勢力による不当要求は拒絶する。また、取引先がこれらと関わる個人、企

業、団体等であることが判明した場合には取引を解消する。

(2)反社会的勢力による被害を防止するための教育体制を構築するとともに、対応方

法等を整備し、周知する。

(3)反社会的勢力による不当要求が発生した場合には、警察及び顧問法律事務所等の

外部専門機関と連携し、有事の際の協力体制を構築する。

【当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要】

　当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、

以下のとおりであります。

１.　当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制

(1)当社グループは、グループ経営理念の実現のため、当社グループの役職員に対し

て、その理念を周知しています。

(2)当社グループの役職員は、コンプライアンス意識の向上と不正行為の防止等を図

るため、入社時及び毎年度に「コンプライアンス・マニュアル」を理解し、遵守

する旨の誓約書を提出しています。

(3)当社グループの役職員から通報や相談を受ける内部通報制度を設け、通報者の保

護を図るとともに問題の早期発見と改善に努めています。

(4)インサイダー取引の防止に関しては、インサイダー取引防止規程を制定し当社グ

ループの役職員に周知徹底しており、法人関係情報についても社内で厳重に一元

管理しております。加えて、外部の研修会への参加、外部講師による社内セミナ

ー等を実施するとともに、当社グループの役職員による当社株式の売買について

は、発注前の売買届出を徹底し情報管理責任者による発注の可否の審査を経て発

注するフローにしており、不正売買に対する牽制機能を強化しております。

－ 4 －

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要



2019/02/25 19:40:24 / 18444099_株式会社ジャパンインベストメントアドバイザー_招集通知

２.　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1)取締役の職務の執行に係る記録文書、稟議書、その他の重要な情報については、

法令及び「文書管理規程」、「稟議規程」等に基づき、文書又は電磁的媒体に記

録し、適切に保存及び管理しています。

(2)取締役及び監査役は、必要に応じてこれらの文書等を閲覧しています。

３.　当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1)「リスク管理規程」に基づき、リスク管理に関する諸問題等の討議を行っていま

す。

(2)安否確認システムを活用した役職員の安否確認訓練や自衛消防訓練を実施するな

ど、災害等発生時に迅速、適切な措置を講じられる体制を整えています。

(3)内部監査部門は、当社グループの業務運営や管理の適切性について、独立した立

場から監査を行っています。

４.　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1)当社は、毎月開催される定時取締役会のほか、必要に応じ臨時取締役会を開催し、

業務執行の意思決定及び業務執行の監督を行っております。また、取締役会にお

いて継続的に経営上の新たなリスクの対応策について検討し、必要に応じて社内

の諸規程及び業務の見直しを行い、内部統制システムの実効性の向上を図ってお

ります。

５.　当社子会社における業務の適正を確保するための体制

(1)当社子会社の経営については、「関係会社管理規程」に基づき、子会社管理担当

部門がモニタリングを行い、主要子会社の経営状況を把握しています。

(2)当社子会社は、「関係会社管理規程」に基づき、当社に対し事業の進捗状況や業

績動向の定期的な報告を行い、重要案件については事前協議を行っています。

(3)当社子会社の管理を担当する部門は、当社子会社の事業と密接に関連する担当本

部とし、担当本部は、当社子会社が効率的にその経営目的を達成できるよう管理

指導しています。また、当社子会社の経営計画、資金・業績・人事等の経営管理

は、管理本部がチェックしています。

(4)当社の監査役は、当社子会社の監査役と定期的に意見交換や問題を共有し、内部

監査担当者は、当社子会社の内部監査を実施しています。

６.　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用

人に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性及びその使用人に対する

指示の実効性の確保に関する事項

(1)当社は、監査役を補助する使用人を置いていません。監査役がその職務を補助す

べき使用人を置くことを求めた場合には、速やかに対応します。

－ 5 －

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
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７.　監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

(1)監査役は、取締役会等の重要な会議に出席し、重要な意思決定のプロセスや業務

の執行状況を把握しています。また、必要に応じて稟議書等の重要な文書を閲覧

し、取締役及び使用人に説明を求めています。

(2)当社グループの取締役及び使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、業務

又は業績に重大な影響を与える事項、内部監査の実施状況、内部通報制度による

通報状況等の内容を報告しています。

８.　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務

の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

(1)監査役の職務について生ずる費用は、会社が負担しております。

９.　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1)監査役の監査体制の状況に関しては、監査役は取締役会のほか重要な会議及び当

社子会社の監査役との連絡会議等に出席し報告を受けた内容の監視・検証を行っ

ております。監査役は、内部監査部門から定期的に内部監査結果の報告を受け、

会計監査人からは会計監査及び内部統制の監査結果について報告を受け討議を行

っております。

(2)監査役会は、代表取締役との定期的な会合を実施し、監査に関する重要課題、会

社が対処すべき課題等について意見交換を行っております。

(3)内部監査部門は、定期的に当社子会社の内部監査を実施し、外部監査人との協働

を含め内部統制の有効性の評価を行っております。

10.　反社会的勢力の排除に向けた体制

(1)当社グループは、反社会的勢力等からの不当要求に対応する統括部署を設置し、

反社会的勢力との取引を防止しております。

(2)当社グループは、反社会的勢力の事前排除に関し必要な事項を定め、体制を整備

し健全な業務の遂行を確保しています。

(3)反社会的勢力による被害を防止するための教育を実施し、内部管理体制を強化し

ています。

－ 6 －

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
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新株予約権等の状況

①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付さ

れた新株予約権の状況

第１回新株予約権 第２回新株予約権

発 行 決 議 日 2014年２月27日 2016年８月18日

新 株 予 約 権 の 数 233個 860個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式
466,000株

(新株予約権１個
につき2,000株)

普通株式
172,000株

(新株予約権１個
につき200株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額
新株予約権と引換えに
払い込みは要しない 新株予約権１個当たり3,000円

新株予約権の行使に際して出資
さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
250,000円

(１株当たり　125円)

新株予約権１個当たり
286,200円

(１株当たり　1,431円)

権 利 行 使 期 間
2016年７月１日から
2023年11月30日まで

2018年４月１日から
2023年９月１日まで

行 使 の 条 件 （注）３ （注）４

役 員 の
保有状況

取 締 役
（ 社 外 取 締 役 を 除 く ）

新株予約権の数 231個

目的となる株式数 462,000株

保有者数 2名

新株予約権の数 700個

目的となる株式数140,000株

保有者数 3名

社 外 取 締 役

新株予約権の数 -個

目的となる株式数 -株

保有者数 -名

新株予約権の数 75個

目的となる株式数 15,000株

保有者数 2名

監 査 役

新株予約権の数 2個

目的となる株式数 4,000株

保有者数 2名

新株予約権の数 85個

目的となる株式数 17,000株

保有者数 3名

（注）１．2017年９月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって、株式分割を行っ

ております。なお、当該株式分割時点において残存する新株予約権の目的とな

る株式の数及び行使価額については、株式分割の割合に応じて調整を行ってお

ります。

（注）２．上記の第２回新株予約権のうち、取締役１名に付与している新株予約権は、取

締役就任前に付与されたものであります。

（注）３．第１回新株予約権の行使条件及びその他の条件は以下のとおりです。

新株予約権の行使の条件

（1）新株予約権の行使は、当社普通株式に係る株式がいずれかの証券取引所に上

場（以下「株式公開」という。）することを条件とする。また、新株予約権

者は、以下（ⅰ）から（ⅱ）までの期間ごとに、以下（ⅰ）から（ⅱ）に掲

げる割合を上限として新株予約権を行使することができる。ただし、各期間
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において行使可能な新株予約権の数は、整数未満を切り上げた数とする。

（ⅰ）株式公開の日（以下「権利行使開始日」という。）から起算して１年を経

過した日以降に、割当数の２分の１を上限として行使することができる。

（ⅱ）権利行使開始日から起算して２年を経過した日からは、毎月割当数の72分

の１を上限として行使することができる。

(2）新株予約権の権利行使以前に、当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取

締役、監査役又は従業員のいずれかの地位に就いた新株予約権者は、権利行

使時においても、当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役

又は従業員のいずれかの地位を有することを要する。ただし、新株予約権者

の退任又は退職後の権利行使につき正当な理由があると当社取締役会の決議

により認めた場合は、この限りではない。

(3）上記(ⅱ)の規定にかかわらず、新株予約権者は、退任又は退職後の２か月間

は新株予約権を行使することができる。当該期間内に行使されなかった新株

予約権は、上記(ⅱ)の規定の但し書きにより行使が認められたものを除き、

会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。

(4）新株予約権の権利行使以前に、当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取

締役、監査役又は従業員のいずれかの地位に就いた新株予約権者が、その後

に当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役又は従業員のい

ずれの地位も有しなくなった場合、当社は、当社取締役会の決議により当該

新株予約権者が有する新株予約権の権利行使を認めることがない旨の決定を

することができる。この場合においては、当該新株予約権は会社法第287条の

定めに基づき消滅するものとする。

(5）新株予約権者が、当社と競業関係にある会社を設立し、又は当社と競業関係

にある会社の取締役、監査役もしくは従業員のいずれかの地位に就いた場合、

新株予約権の行使を認めないものとする。ただし、当該新株予約権者の権利

行使につき正当な理由があると当社取締役会の決議により認めた場合は、こ

の限りではない。

(6）新株予約権者が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなったときから５年間

を経過しない者、暴力団準構成員その他これらに準ずる者（以下「反社会勢

力等」という。）に該当し、又は、反社会勢力等と社会的に非難される関係

を有することが判明した場合、新株予約権の行使を認めないものとする。

(7）新株予約権者は、その割当数の一部又は全部を行使することができる。ただ

し、新株予約権の１個未満の行使はできないものとする。

（注）４．第２回新株予約権の行使条件及びその他の条件は以下のとおりです。

新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権者は、当社が金融商品取引法に基づき提出する有価証券報告書に

記載される連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合、損益計

算書）において、2017年12月期から2019年12月期の３事業年度におけるいず
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れかの期の営業利益が4,700百万円を超過している場合に、新株予約権を行使

することができる。なお、適用する会計基準の変更等により参照すべき項目

の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会で定

めるものとする。

（2）2018年４月１日から2019年３月31日までの期間では、新株予約権者は割当を

受けた新株予約権の総数の２分の１を上限として行使することができる。

2019年４月１日から2020年３月31日までの期間では、新株予約権者は既に行

使済みの新株予約権を含め割当を受けた新株予約権の総数の10分の６を上限

として行使することができる。

2020年４月１日から2021年３月31日までの期間では、新株予約権者は既に行

使済みの新株予約権を含め割当を受けた新株予約権の総数の10分の７を上限

として行使することができる。

2021年４月１日から2022年３月31日までの期間では、新株予約権者は既に行

使済みの新株予約権を含め割当を受けた新株予約権の総数の10分の８を上限

として行使することができる。

2022年４月１日から2023年３月31日までの期間では、新株予約権者は既に行

使済みの新株予約権を含め割当を受けた新株予約権の総数の10分の９を上限

として行使することができる。

2023年４月１日から2023年９月１日までの期間では、割当を受けた新株予約

権の総数の全部を行使することができる。

（3）新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社又は当社関係会

社の取締役、監査役、執行役員又は従業員であることを要する。ただし、正

当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

（4）新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認める。

（5）新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権

株式数を超過することとなるときは、新株予約権の行使を行うことはできな

い。

（6）新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

（7）譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要するものとす

る。

－ 9 －

新株予約権等の状況



2019/02/25 19:40:24 / 18444099_株式会社ジャパンインベストメントアドバイザー_招集通知

第３回新株予約権

発 行 決 議 日 2018年３月15日

新 株 予 約 権 の 数 180個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式
18,000株

(新株予約権１個
につき100株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額
新株予約権１個あたり

2,300円

新株予約権の行使に際して出資
さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
460,000円

(１株当たり　4,600円)

権 利 行 使 期 間
2019年４月１日から
2025年３月31日まで

行 使 の 条 件 （注）６

役 員 の
保有状況

取 締 役
（ 社 外 取 締 役 を 除 く ）

新株予約権の数 100個

目的となる株式数 10,000株

保有者数 1名

社 外 取 締 役

新株予約権の数 30個

目的となる株式数 3,000株

保有者数 2名

監 査 役

新株予約権の数 50個

目的となる株式数 5,000株

保有者数 3名

（注）５．上記の第３回新株予約権のうち、取締役１名に付与している新株予約権は、取

締役就任前に付与されたものであります。

（注）６．第３回新株予約権の行使条件及びその他の条件は以下のとおりです。

新株予約権の行使の条件

（1）新株予約権者は、当社が金融商品取引法に基づき提出する有価証券報告書に

記載される連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合、損益計

算書）において、2018年12月期から2020年12月期の３事業年度におけるいず

れかの期の営業利益が100億円を超過している場合に、新株予約権を行使す

ることができる。なお、適用する会計基準の変更等により参照すべき項目の

概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会で定め

るものとする。

（2）2019年４月１日から2020年３月31日までの期間では、新株予約権者は割当を

受けた新株予約権の総数の２分の１を上限として行使することができる。

2020年４月１日から2021年３月31日までの期間では、新株予約権者は既に行

使済みの新株予約権を含め割当を受けた新株予約権の総数の10分の６を上

限として行使することができる。
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2021年４月１日から2022年３月31日までの期間では、新株予約権者は既に行

使済みの新株予約権を含め割当を受けた新株予約権の総数の10分の７を上

限として行使することができる。

2022年４月１日から2023年３月31日までの期間では、新株予約権者は既に行

使済みの新株予約権を含め割当を受けた新株予約権の総数の10分の８を上

限として行使することができる。

2023年４月１日から2024年３月31日までの期間では、新株予約権者は既に行

使済みの新株予約権を含め割当を受けた新株予約権の総数の10分の９を上

限として行使することができる。

2024年４月１日から2025年３月31日までの期間では、割当を受けた新株予約

権の総数の全部を行使することができる。

また、行使可能割合の計算において、各新株予約権者の行使可能な本新株予

約権の数に１個未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てた数とする。

（3）新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係

会社の取締役、監査役、執行役員または従業員であることを要する。ただ

し、正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

（4）新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認める。

（5）新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権

株式数を超過することとなるときは、新株予約権の行使を行うことはできな

い。

（6）新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

（7）譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要するものとす

る。
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②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況

第３回新株予約権

発 行 決 議 日 2018年３月15日

新 株 予 約 権 の 数
2,867個
（注）1

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式
286,700株

(新株予約権１個
につき100株）
（注）１

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額
新株予約権１個当たり

2,300円

新株予約権の行使に際して出資
さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
460,000円

(１株当たり　4,600円)

権 利 行 使 期 間
2019年４月１日から
2025年３月31日まで

行 使 の 条 件 （注）２

割 当 先

当社使用人

新株予約権の数 2,526個
目的となる
株式数

252,600
株

保有者数 69名

子会社の役員及び使
用人

新株予約権の数 196個
目的となる
株式数

19,600株

保有者数 13名

（注）１．「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の種類と数」の欄には、

使用人の退職等により当社が無償取得した新株予約権（145個）及び新株予約権

の目的となる株式（普通株式14,500株）がそれぞれ含まれております。

（注）２．行使の条件については、①（注）６．と同様であります。
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③　その他新株予約権等に関する重要な事項

　　第２回新株予約権の行使条件及びその他の条件は以下のとおりです。

第２回新株予約権

発 行 決 議 日 2016年８月18日

新 株 予 約 権 の 数
2,202個
（注）2

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式
440,400株

(新株予約権１個
につき200株)
（注）２

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額
新株予約権１個当たり

3,000円

新株予約権の行使に際して出資
さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
286,200円

(１株当たり　1,431円)

権 利 行 使 期 間
2018年４月１日から
2023年９月１日まで

行 使 の 条 件 （注）３

割 当 先

当社使用人

新株予約権の数 1,745個
目的となる
株式数

349,000
株

保有者数 25名

子会社の役員及び使
用人

新株予約権の数 182個
目的となる
株式数

36,400株

保有者数 7名

（注）１．2017年９月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって、株式分割を行っ

ております。なお、当該株式分割時点において残存する新株予約権の目的とな

る株式の数及び行使価額については、株式分割の割合に応じて調整を行ってお

ります。

（注）２．「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の種類と数」の欄には、

使用人の退職等により当社が無償取得した新株予約権（275個）及び新株予約権

の目的となる株式（普通株式55,000株）がそれぞれ含まれております。

（注）３．行使の条件については、①（注）４．と同様であります。
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　12社

・主要な連結子会社の名称　　JPリースプロダクツ＆サービシイズ株式会社

　　　　　　　　　　　　　　JPO第０号株式会社

　　　　　　　　　　　　　　JPO第１号株式会社

　　　　　　　　　　　　　　フィンスパイア株式会社

　　　　　　　　　　　　　　JIA LUXEMBOURG SARL

　　　　　　　　　　　　　　JPE第1号株式会社

　　　　　　　　　　　　　　BF･TEC株式会社

　　　　　　　　　　　　　　株式会社日本證券新聞社

　　　　　　　　　　　　　　株式会社ジャパンM&Aアドバイザー

　　　　　　　　　　　　　　Arena Aviation Partners B.V.

②　非連結子会社の状況

・主要な非連結子会社の名称　JPA第６号株式会社等

・連結の範囲から除いた理由　匿名組合事業の営業者である子会社については「会

社計算規則」（2006年２月７日法務省令第13号）第

63条第１項第２号により、連結の範囲に含めること

により、利害関係者の判断を著しく誤らせるおそれ

があると認められること、またそれ以外の子会社に

ついては、同規則第63条第２項により、子会社の資

産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フ

ローその他の項目が、いずれも連結計算書類に重要

な影響を及ぼしていないことから、連結の範囲から

除外しております。

③　議決権の過半数を所有しているにもかかわらず子会社としなかった会社等の状況

・当該会社等の数　　　　　　７社

・当該会社等の名称　　　　　シースリーホールディングス株式会社

　　　　　　　　　　　　　　ベターライフサポートホールディングス株式会社

　　　　　　　　　　　　　　RED株式会社

　　　　　　　　　　　　　　Fits横濱株式会社

　　　　　　　　　　　　　　株式会社那須バイオファーム

　　　　　　　　　　　　　　VSテック株式会社

　　　　　　　　　　　　　　株式会社ニューロスカイ
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・子会社としなかった理由　　当社の一部の子会社が、投資育成や事業再生を図り

キャピタルゲイン獲得を目的とする営業取引として

保有し、企業会計基準適用指針第22号の要件を満た

しており、当該会社等の意思決定機関を支配してい

ないことが明らかであると認められるためでありま

す。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数　　４社

・主要な関連会社の名称　　　Vallair Capital SAS

　　　　　　　　　　　　　　株式会社イーテア

②　持分法を適用していない非連結子会社の状況

・主要な会社等の名称　　　　JPA第６号株式会社等

・持分法を適用しない理由　　匿名組合事業の営業者である子会社については「会

社計算規則」（2006年２月７日法務省令第13号）第

69条第１項第２号により、持分法を適用することに

より、利害関係者の判断を著しく誤らせるおそれが

あると認められること、またそれ以外の子会社につ

いては、同規則第69条第２項により、子会社の損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象から除いても、連結

計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため持分法の適用範囲から除外

しております。

③　議決権の20%以上、50%以下を自己の計算において所有しているにもかかわらず関

連会社としなかった会社等の状況

・当該会社等の数　　　　　　１社

・当該会社等の名称　　　　　株式会社テクノプラン

・関連会社としなかった理由　当社の一部の子会社が、投資育成や事業再生を図り

キャピタルゲイン獲得を目的とする営業取引として

保有し、企業会計基準適用指針第22号の要件を満た

しており、当該会社等に重要な影響を与えることが

できないことが明らかであると認められるためであ

ります。
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(3) 連結の範囲及び持分法の適用範囲の変更に関する事項

①　連結の範囲の変更

　当連結会計年度において、JPO第０号株式会社を新たに設立し連結の範囲に含めてお

ります。

　また、株式の取得により、株式会社トレーデクスを連結の範囲に含めております。

②　持分法の適用範囲の変更

　当連結会計年度において、Cella Intermodal Investment Fund LLCを新たに設立し

持分法の適用範囲に含めております。

　また、株式の売却により、あすかグリーンインベストメント株式会社を持分法の適

用範囲から除外しております。

(4) 連結子会社及び持分法適用会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうちJPO第０号株式会社の決算日は６月末日、株式会社トレーデクスは

９月末日でありますが、連結計算書類作成にあたっては連結決算日現在で本決算に準

じた仮決算を行った計算書類を基礎としております。

　その他の連結子会社及び持分法適用会社の事業年度は連結会計年度と一致しており

ます。

(5) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．営業投資有価証券及びその他有価証券

・時価のあるもの　　　　　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用しております。

・時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合

への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価

証券とみなされるもの）については、組合契約に規

定される決算報告日に応じて入手可能な直近の決算

書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法を

採用しております。

ロ．棚卸資産

・商品　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用して

おります。

・未成業務支出金　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用して

おります。
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産　　　　　　当社及び国内連結子会社は定率法によっております。

法人税法の改正に伴い、2016年４月１日以降に取得

した建物については、定額法を採用しております。

また、在外連結子会社は当該国の会計基準の規定に

基づく定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　３年～18年

その他　　３年～10年

ロ．無形固定資産

・自社利用のソフトウエア　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。

・特許権　　　　　　　　　定額法を採用しております。

ハ．長期前払費用　　　　　　定額法を採用しております。

③　繰延資産の処理方法

イ．社債発行費　　　　　　　償還期間にわたり定額法により償却しております。

ロ．株式交付費　　　　　　　支出時に全額費用処理しております。

④　引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　将来における貸倒損失に備えるため、個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．株主優待引当金　　　　　株主優待制度の利用による費用負担に備えるため、

当連結会計年度末において、翌連結会計年度に利用

が見込まれる金額を計上しております。

⑤　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。

⑥　のれんの償却に関する事項

　のれんの償却は、５年間の定額法によっております。

⑦　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

イ．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税

及び地方消費税は、当連結会計年度の費用として処理しております。

ロ．商品出資金の会計処理

当社連結子会社は匿名組合契約に基づく権利の立替金を「商品出資金」として計

上しております。子会社であるSPCが行うリース事業の組成時に、当社連結子会

社が立替えた金額を「商品出資金」に計上し、投資家に地位譲渡した場合には、

「商品出資金」を減額しております。

なお、当該譲渡に対する手数料については、利息相当額であるため、「商品出

資金売却益」として営業外収益に計上しております。
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２．会計方針の変更

（従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い

等の適用）

　「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱

い」（実務対応報告第36号　2018年１月12日。以下「実務対応報告第36号」という。）

等を2018年４月１日以後適用し、従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権

を付与する取引については、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会

計基準第８号　2005年12月27日）等に準拠した会計処理を行うことといたしました。

　ただし、実務対応報告第36号の適用については、実務対応報告第36号第10項(3)に定

める経過的な取扱いに従っており、実務対応報告第36号の適用日より前に従業員等に

対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与した取引については、従来採用してい

た会計処理を継続しております。

３．追加情報

　（保有目的の変更）

　当連結会計年度において、投資有価証券の保有目的の変更により、「投資有価証券」

のうち673,482千円を「営業投資有価証券」へ振替えております。なお、当該資産の一

部は、当連結会計年度において売却し、売上原価に計上しております。

　（重要な資金の借入）

　連結子会社であるJPリースプロダクツ＆サービシイズ株式会社の取締役会は2018年

12月17日付で以下のとおり資金の借入について決議し、2019年２月以降に実行を予定し

ています。

①　使途　　　　　　オペレーティング・リース事業に係る出資金の引き受け資金

②　借入先　　　　　取引先金融機関

③　借入予定総額　　250,000千米ドル

④　借入金利　　　　基準金利にスプレッドを加算した利率

⑤　借入実行予定日　2019年２月以降

⑥　返済期限　　　　2020年３月（期限前返済あり）

⑦　担保など　　　　当社保証

４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

(2) 担保に供している資産及び担保に係る債務

　関係会社の銀行借入金に対する保証として、関係会社株式758,720千円に質権が設定

されております。また、不動産関連事業を行うため、宅地建物取引業法に基づき、敷

金保証金10,000千円を法務局に供託しております。

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 41,441千円
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(4) 保証債務

　当社は関係会社の工事請負契約等に関して、連帯債務保証を行っております。

　JPS第20号株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　　3,769,200千円

　JPS第27号株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　178,970千円

　JPS第29号株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　631,378千円

(5) コミットメントライン契約等

　当社及び連結子会社においては、運転資金等の柔軟な調達を行うため、主要取引金

融機関と当座貸越契約及びコミットメントライン契約(シンジケート方式含む)を締結

しております。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとお

りであります。

当座貸越極度額及びコミットメントライン契約の総額　 101,564,700千円

借入実行残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　49,306,100千円

　差引額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　52,258,600千円

(6) 財務制限条項

　当社及び連結子会社が、主要取引金融機関と締結しておりますコミットメントライ

ン契約（シンジケート方式）極度額総額80,600,000千円、コミットメントライン契約

極度額総額11,300,000千円、当座貸越極度額総額9,664,700千円及び手形借入500,000

千円については、当社の第２四半期決算及び各年度決算における連結貸借対照表にお

ける純資産の部の金額を直前期等の基準となる決算期の75％以上に維持することや、

連結損益計算書の営業損益又は経常損益を損失としない事等を内容とする財務制限条

項が付加されております。
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

(2) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 30,231,600株

(3) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額

決 議
株 式 の

種 類

配 当 金 の

総 額

１株当たり

配 当 額
基 準 日

効 力

発 生 日

2018年３月28日

定 時 株 主 総 会
普通株式 162,132千円 ６円

2017年

12月31日

2018年

３月29日

20 1 8年８月２日

取締役会
普通株式 164,396千円 ５円50銭

2018年

６月30日

2018年

９月３日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度

となるもの

決 議 ( 予 定 )
株 式 の

種 類

配 当 の

原 資

配 当 金

の 総 額

１株当たり

配 当 額
基 準 日

効 力

発 生 日

2 0 1 9年３月2 7日

定 時 株 主 総 会
普通株式 利益剰余金 282,068千円 ９円50銭

2018年

12月31日

2019年

３月28日

(4) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していない

ものを除く。）の目的となる株式の種類及び数

第1回新株予約権 第2回新株予約権

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

目的となる株式の数 486,000株 612,400株

新 株 予 約 権 の 残 高 243個 3,062個
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６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については主に流動性の高い金融資産で運用し、投機

的な取引は行わない方針であります。また、資金調達については銀行等金融機関か

らの借入による方針としております。

　当社子会社（SPC）において、オペレーティング・リース事業を開始する時点で、

当該事業に係る匿名組合契約に基づく権利の未販売分がある場合、当社グループは、

投資家に地位譲渡することを前提に、一時的に当該匿名組合契約に基づく権利を引

き受けます。当社グループは、その引き受けた権利を「商品出資金」として貸借対

照表に計上し、投資家に地位譲渡を行います。

　当該匿名組合契約に基づく権利を引き受けるための資金は、自己資金、金融機関

からの個別の借入金によるほか、当座貸越契約及びコミットメントライン契約(シン

ジケート方式含む)を締結し、必要に応じて、借入を実行することで調達しておりま

す。当該借入金は、当該匿名組合契約に基づく権利を投資家に地位譲渡した後、速

やかに返済しております。

　なお、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行24行と極度額101,564,700千

円の当座貸越契約及びコミットメントライン契約(シンジケート方式含む)を締結し

ており、当連結会計年度末における未使用借入枠は52,258,600千円であります。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である売掛金、立替金及び預け金は、顧客の信用リスクに晒されており

ます。また、一部外貨建のものについては、為替の変動リスクに晒されております。

　商品出資金は、①に記載のとおりであり、主として為替の変動リスクに晒されて

おります。

　短期貸付金は、貸付先の信用リスクに晒されておりますが、貸付先の状況を定期

的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況

等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　営業投資有価証券及び投資有価証券は、投資先の信用リスクに晒されております

が、定期的に時価の把握を行うこととしているほか、時価を把握することが極めて

困難と認められるものについては、投資先の財政状態の検証を行っており、保有状

況を継続的に見直しております。

　営業債務である買掛金、業務未払金及び未払金は、全て１年以内の支払期日とな

っております。

　短期借入金及び長期借入金は、運転資金に係る資金調達を目的としたものであり

ます。

　社債は、投資資金及びSPCの組成に係る資金調達を目的としたものであります。
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③　金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、営業債権について、管理本部における債権管理責任者が主要な

取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理する

とともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　営業投資有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先

企業）の財務状況等を把握するとともに、市況や取引先企業との関係を勘案して保

有状況を継続的に見直しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）

　　の管理

　当社グループは、各部署からの報告に基づき管理本部が適時に資金繰計画を作

成・更新し、手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　当連結会計年度末日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる

ものは、次表には含まれておりません（（注２）参照）。

連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額

時 価 差 額

(1) 現 金 及 び 預 金 20,292,651千円 20,292,651千円 －千円

(2) 売 掛 金 4,438,726 4,438,726 －

(3) 商 品 出 資 金 51,063,287 51,063,287 －

(4) 短 期 貸 付 金 1,505,018 1,505,018 －

(5) 立 替 金 6,236,952 6,236,952 －

(6) 預 け 金 1,901,788 1,901,788 －

(7) 営業投資有価証券 184,920 184,920

(8) 投 資 有 価 証 券 170,660 170,660 －

資 産 計 85,794,005 85,794,005 －

(9) 買 掛 金 33,512 33,512 －

(10) 業 務 未 払 金 1,516,649 1,516,649 －

(11) 短 期 借 入 金 60,431,945 60,431,945 －

(12) 未 払 金 239,979 239,979 －

(13)
長期借入金(１年内
返 済 予 定 の 長 期
借 入 金 を 含 む )

2,951,029 2,951,029 －

(14)
社債(１年内償還予定
の 社 債 を 含 む )

3,070,000 3,108,142 38,142

負 債 計 68,243,114 68,281,257 38,142

－ 22 －

連結注記表



2019/02/25 19:40:24 / 18444099_株式会社ジャパンインベストメントアドバイザー_招集通知

（注）１．金融商品の時価の算定方法

資産

(1)現金及び預金、(2)売掛金、(4)短期貸付金、(5)立替金、並びに(6)預け金

これらは短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっております。

(3)商品出資金

投資家への地位譲渡を短期間に行い、回収する予定であるため、時価は帳簿価

額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(7)営業投資有価証券

営業投資有価証券のうち、市場性のある株式については、取引所の相場によっ

ております。

(8)投資有価証券

投資有価証券のうち、市場性のある株式については、取引所の相場によってお

ります。

負債

(9)買掛金、(10)業務未払金、(11)短期借入金、並びに(12)未払金

これらは短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっております。

(13)長期借入金(１年内返済予定の長期借入金を含む)

長期借入金は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利

率で割り引いて算定する方法によっております。

(14)社債(１年内償還予定の社債を含む)

元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引

いて算定する方法によっております。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上

額

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式等 2,098,213

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから、時価開示の対象としておりません。
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（注）３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
(千円）

現金及び預金 20,292,651 － － －

売掛金 4,438,726 － － －

商品出資金 51,063,287 － － －

短期貸付金 1,505,018 － － －

立替金 6,236,952 － － －

預け金 1,901,788 － － －

合計 85,438,425 － － －

７．賃貸等不動産に関する注記

　賃貸等不動産の時価等の開示については、重要性がないため注記を省略しておりま

す。

８．１株当たり情報に関する注記

(1)１株当たり純資産額 1,077円74銭

(2)１株当たり当期純利益 180円03銭

９．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式

・移動平均法による原価法を採用しております。

②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　事業年度末の市場価格等に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定)を採用しております。

・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

③　棚卸資産

・未成業務支出金　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用して

おります。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　定率法を採用しております。

法人税法の改正に伴い、2016年４月１日以降に取得

した建物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　３年～18年

工具、器具及び備品　　３年～10年

②　無形固定資産

・自社利用のソフトウエア　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。

③　長期前払費用　　　　　　　定額法を採用しております。

(3) 繰延資産の処理方法

①　社債発行費　　　　　　　　償還期間にわたり定額法により償却しております。

②　株式交付費　　　　　　　　支出時に全額費用処理しております。

(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　将来における貸倒損失に備えるため、個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

②　株主優待引当金　　　　　　株主優待制度の利用による費用負担に備えるため、

当事業年度末において翌事業年度に利用が見込まれ

る金額を計上しております。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。
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(6) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しており、控除対象外消費税及

び地方消費税は、当事業年度の費用として処理しております。

２．会計方針の変更に関する注記

（従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い

等の適用）

　「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱

い」（実務対応報告第36号 2018年１月12日。以下「実務対応報告第36号」という。）

等を2018年４月１日以後適用し、従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権

を付与する取引については、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会

計基準第８号 2005年12月27日）等に準拠した会計処理を行うことといたしました。

　ただし、実務対応報告第36号の適用については、実務対応報告第36号第10項(3)に定

める経過的な取扱いに従っており、実務対応報告第36号の適用日より前に従業員等に

対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与した取引については、従来採用してい

た会計処理を継続しております。

３．表示方法の変更に関する注記

　前事業年度において「流動資産」の「その他」に含めておりました「未収入金」（前

事業年度168,927千円）は金額的重要性が増したため、当事業年度においては独立掲記

することとしております。

　また、前事業年度まで独立掲記しておりました「流動負債」の「未払金」（前事業

年度284,823千円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他」

に含めて表示しています。
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４．貸借対照表に関する注記

(1) 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

(2) 担保に供している資産

　不動産関連事業を行うため、宅地建物取引業法に基づき、敷金保証金10,000千円を

法務局に供託しております。

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 32,820千円

(4) 保証債務

　以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

JPリースプロダクツ＆サービシイズ株式会社 34,635,305千円

JPO第１号株式会社 18,100千円

　また、当社は関係会社の工事請負契約等に関して、連帯債務保証を行っております。

　　JPS第20号株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　3,769,200千円

　　JPS第27号株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　　178,970千円

　　JPS第29号株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　　631,378千円

(5) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 16,218,250千円

②　長期金銭債権 624,601千円

③　短期金銭債務 99,331千円

④　長期金銭債務 1,553千円

５．損益計算書に関する注記

(1) 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

(2) 関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 3,845,165千円

販売費及び一般管理費 2,210千円

営業取引以外の取引高

受取利息 465,221千円

受取配当金 3,321,000千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

(2) 当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

普通株式 540,193株
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７．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

流動資産

繰延税金資産

未払事業税 45,369千円

売上高加算額 367,570千円

　　　繰延税金資産合計 412,940千円

固定資産

繰延税金資産

資産除去債務 1,342千円

貸倒引当金 1,159千円

投資有価証券評価損 114,679千円

　　　繰延税金資産合計 117,182千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 9,748千円

　　　繰延税金負債合計 9,748千円

　　　繰延税金資産の純額 107,433千円
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８．関連当事者との取引に関する注記
(1) 子会社及び関連会社等

種 類 会 社 等 の 名 称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引内容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

子 会 社
JPリースプロダク
ツ＆サービシイズ
株 式 会 社

所有
直接　 100.0%

営業取引、役員
の兼任、債務保
証、被保証、資
金の援助

業務受託料
の受取
(注)２

3,602,467 前 受 収 益 980,509

資金の貸付
(注)３

30,325,000
関 係 会 社
短期貸付金

12,223,900

資金の回収
(注)３

27,923,500 － －

利息の受取
(注)３

176,605 未 収 入 金 43,606

当社子会社
の銀行借入
に対する債
務保証
(注)４

34,635,305 － －

債務被保証
(注)５

13,223,900 － －

営業取引代
金立替金
(注)６

－ 立 替 金 6,100,000

子 会 社
J P O 第 １ 号
株 式 会 社

所有
直接　 100.0%

資金の援助、役
員の兼任、債務
保証、
担保被提供

資金の貸付
(注)３

3,034,806
関 係 会 社
短期貸付金

3,963,660

資金の回収
(注)３

4,294,351 － －

利息の受取
(注)３

169,253 未 収 入 金 189,454

当社子会社
の銀行借入
に対する債
務保証
(注)４

18,100 － －

子 会 社
J P O 第 ０ 号
株 式 会 社

 所有
直接　 100.0%

資金の援助、役
員の兼任、債務
保証、

資金の貸付
(注)３

5,298,363
関 係 会 社
短期貸付金

3,601,639

資金の回収
(注)３

1,696,724 － －

利息の受取
(注)３

57,961 未 収 入 金 57,319

子 会 社
J P E 第 １ 号
株 式 会 社

所有
直接　 100.0%

資金の援助
資金の貸付
(注)３

738,293
関 係 会 社
短期貸付金

1,753,061

資金の回収
(注)３

230,472 長期貸付金 422,101

利息の受取
(注)３

19,087 未 収 入 金 5,669

子 会 社
JIA　LUXEMBOURG 
SARL

所有
直接　 100.0%

資金の援助
資金の貸付
(注)３

774,206
関 係 会 社
短期貸付金

1,388,793

貸金の回収
(注)３

505,415 － －

利息の受取
(注)３

29,153 未 収 入 金 7,046

子 会 社
J P S 第 2 0 号

株 式 会 社

所有
間接　 100.0%

設備取得資金の
立替等

設備取得資
金の立替等
(注)７

9,960 立 替 金 1,153,091

連帯債務保証
(注)８

3,769,200 － －
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種 類 会 社 等 の 名 称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引内容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

子 会 社
南会津太陽光発電所

合 同 会 社

所有
直接　 100.0%

設備取得資金の
立替等

設備取得資
金の立替等
(注)７

1,112,679 立 替 金 1,588,716

子 会 社
J P S 第 2 7 号

株 式 会 社

所有
間接　 100.0%

設備取得資金の
立替等

設備取得資
金の立替等
(注)７

513,586 立 替 金 513,586

連帯債務保
証
(注)８

178,970 － －

子 会 社
J P S 第 2 8 号

株 式 会 社

所有
間接　 100.0%

設備取得資金の
立替等

設備取得資
金の立替等
(注)７

557,621 立 替 金 557,621

子 会 社
J P S 第 2 9 号

株 式 会 社

所有
間接　 100.0%

設備取得資金の
立替等

設備取得資
金の立替等
(注)７

1,530,592 立 替 金 1,530,592

連帯債務保
証
(注)８

631,378 － －

子 会 社

JIAコンテナファ

ン ド 株 式 会 社
所有
直接　 100.0%

資金の援助
資金の貸付
(注)３

1,271,210 － －

資金の回収
(注)３

1,271,210 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．取引金額には消費税等を含めず、期末残高には消費税等を含めております。

２．当社の子会社JPリースプロダクツ＆サービシイズ株式会社の業務は、当社従業

員が遂行しております。業務受託手数料は、子会社から委託を受ける業務の内

容、子会社の業務を遂行する当社従業員の人件費等を勘案し、両社協議の上で、

決定しております。

３．返済条件及び利率については、市場金利を勘案し両社協議の上で、決定してお

ります。

４．当社子会社の銀行借入に対する債務保証について、金額は債務残高を記載して

おります。なお、保証料は受領しておりません。

５．当社の銀行借入に対する債務被保証について、金額は債務残高を記載しており

ます。なお、保証料は支払っておりません。

６．当社子会社の営業取引に係る売買代金について、債権残高を記載しております。

７．当社が行う匿名組合契約に基づく権利の売買及び私募の取扱の対象となる太陽

光発電事業を行っています。取引条件は、当該事業のための設備の取得価額等、

市場実勢を参考に勘案し、両社協議の上で決定しております。

８．当社子会社の信用を補完する目的で工事請負契約等の連帯債務保証を行ってお

ります。なお、保証料は受領しておりません。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 968円38銭

(2) １株当たり当期純利益 190円69銭

10．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 30 －

個別注記表




